
２　Minutes of Meetings（M/M）

- 35 -



- 36 -



- 37 -



- 38 -



- 39 -



- 40 -



- 41 -



- 42 -



- 43 -



３　Record of Discussion（R/D）案

- 44 -



- 45 -



- 46 -



- 47 -



- 48 -



- 49 -



- 50 -



- 51 -



- 52 -



- 53 -



- 54 -



- 55 -



- 56 -



- 57 -



- 58 -



事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

担当部・課：社会開発部第二Ｇ都市地域開発・復興支援第二Ｔ 

１．案件名：タイ国「低所得者層向け住宅開発促進のための能力開発」プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 本プロジェクトは、低所得者層向け住宅開発のテキスト開発、研修の実施、地方自治体の支援

体制の整備等により、国家住宅公社（National Housing Authority: NHA）の低所得者層向け住宅

開発能力及び地方自治体による住宅開発を支援する能力の強化を図るものである。 

（２） 協力期間 

2007 年 4 月～2008 年 3 月（12 ヶ月） 

（３） 協力総額 

約 0.7 億円 

（４） 協力相手先機関 

 国家住宅公社（National Housing Authority: NHA） 

（５） 国内協力機関 

 国土交通省 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

 直接：NHA 職員 約 60 名 

 間接：タイ国全域（人口約 65 百万人、面積約 514 千 km2）  

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 背景 

 タイの第 9 次国家経済社会開発計画（2002 年～2006 年）においてコミュニティのエンパワーメン

トの強化が明記され「住みよい都市とコミュニティの開発（Development of livable cities and 

communities）」が開発戦略の一つの柱とされている。 

 また、同開発計画において NHA は以下の政府の重要政策を推進する役割を担っている。 

①2009 年までに低所得者層向けに 600,000 戸の住宅供給を目標とした「Baan Eua-Arthorn 

Project（以降、BE プロジェクト）」を実施する。 

②22 県を対象に県や市レベルの住宅問題・スラム街問題を解決するため住宅の開発計画を策定

する。 

③1999 年の Decentralization to Local Administrative Organization Act に基づき開始された地方

分権化の政策を受け、地方自治体が実施する住宅開発を支援する。 

 しかしながら、BE プロジェクトの目標達成のためには NHA の過去の実績をはるかに上回る住宅

戸数を毎年供給していくことが必要となり、現在の NHA の供給手段、職員のキャパシティでは極

めて困難となっている。また、供給された住宅は、特に地方において、現金収入獲得手段が多様

な低所得者層のニーズ（自宅で家畜の飼育や機織作業が出来ない）に合致していないため、使

用されていないものも存在する。さらに、地方都市における BE プロジェクトが地方自治体との調

整が不十分なため、上下水道が未整備のものが存在する等、住宅開発のプロセスにおける地方

自治体とのコミュニケーション不足が指摘されている 

４　事前評価表
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また、1999 年以降地方分権を進めることが決定され、住宅供給分野においては NHA が地方自

治体による住宅開発を支援することとなった。これを受けて NHA は、2002 年から地方自治体の住

宅開発計画、スラム解決計画、住宅開発における潜在能力強化計画に着手し、プーケット市を含

む全国 3 市においてパイロットプロジェクトを実施してきている。しかしながら、地方自治体のキャ

パシティが脆弱であること、NHA による組織的な地方自治体への支援体制、能力が備わっていな

いこと等から、地方自治体による住宅開発は殆ど行われていない。 

 以上の背景から、上記課題に対する NHA スタッフの能力強化、それを支援するためのガイドラ

イン整備等を目的とする本プロジェクトが要請された。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

 タイの第 9 次国家経済社会開発計画（2002 年～2006 年）において「住みよい都市とコミュニティ

の開発（Development of livable cities and communities）」が開発戦略の一つの柱とされている。 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける

位置付け） 

 「対タイ経済協力計画」において、都市問題を含む「社会の成熟化に伴う問題への対応」が協力

重点分野として明記されている。また、開発重点課題ガイドラインのうち、本プロジェクトは「都市

問題の軽減への対応」に合致する。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

＜目標＞ 

低所得者層向け住宅開発のテキスト開発、研修の実施、地方自治体の支援体制の整備を行

うことにより、NHA の低所得者層向け住宅開発能力及び地方自治体による住宅開発を促進

するための支援能力が強化される。 

＜指標＞ 

少なくとも 2 つの地方自治体から NHA に対し、低所得者層向け住宅開発を行うための支援が

要請される。 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

＜目標＞ 

低所得者層向け住宅開発に関する技術が移転され、地方自治体による低所得者層向け住宅

開発が行われる。 

＜指標＞ 

地方自治体によって行われる低所得者層向け住宅開発プロジェクトの数が増加する。 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

① アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

＜成果＞ 

1. NHA の住宅開発の地方分権化に向けた課題と今後の方向性及び取り組みが示される。 

＜指標＞ 
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1-1. 住宅開発の地方分権化に向けた課題と今後の方向性及び取り組みに係るレポート 

＜活動＞ 

1-1-1. 日本側プロジェクトチームとタイ側カウンターパートチームがプロジェクトに関し議論

し、考え方を共有する。 

1-1-2. 上位計画・政策がレビューされる。 

1-1-3. 現在の NHA による住宅開発オペレーションがレビューされる。 

1-1-4. 低所得者層向け住宅開発を推進する中で、現在の地方自治体と NHA の関係及び役

割分担を確認する。 

1-1-5. 地方自治体による低所得者層向け住宅開発を推進する上での課題を特定する。 

1-1-6. 1-1-5 であげる課題の中で、課題解決に向けて NHA が貢献できる領域を特定する。 

1-1-7. 1-1-6 を踏まえ、NHA が果たすべき役割及び実施すべき事項について特定する。 

1-1-8. 住宅開発の地方分権化に向けた課題と今後の取り組みに係るレポートが作成され

る。 

② アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

＜成果＞ 

2. 様々なニーズに対応できる低所得者層向け住宅開発プロジェクトを計画、実施、監理に

関する NHA の能力向上を目的とする研修が実施される。 

＜指標 1＞ 

2-1. タイにおける研修用テキスト 

＜活動 1＞ 

2-1-1. テキストの作成及び NHA スタッフ向けの研修を実施するトレーナーが選定される。 

2-1-2. 本邦研修プログラムが策定される。 

2-1-3. トレーナーが本邦で研修を受ける。 

2-1-4. 低所得者層向け住宅開発に係る日本の知見が取りまとめられる。 

2-1-5. 本邦研修後、タイにおいて低所得者層向け住宅開発のグッドプラクティスが取りまと

められる。 

2-1-6. 様々なニーズに対応可能な標準的なワークフロー、調査・計画手法、技術、考慮され

るべき事項が取りまとめられる。 

2-1-7. 現在の NHA 内で活用されている低所得者層向け住宅開発のガイドラインがレビュー

される。 

2-1-8. ガイドラインのレビューを行い、改良点を踏まえてテキストを作成する。 

＜指標 2＞ 

2-2. タイ国内での研修実績 

＜活動 2＞ 

2-2-1. タイ国内での NHA スタッフ向けの研修ニーズ、研修の目標、研修対象者が特定され

る。 

2-2-2. 研修計画が作成される。 

2-2-3. 人事担当部署に研修計画が組織的な人材育成プログラムであると認知される。 
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2-2-4. 50 人以上の NHA スタッフが研修を受ける。 

2-2-5. 主観的、客観的な研修評価を行う。 

2-2-6. 評価結果を基に将来に向けた提言を取りまとめる。 

③ アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

＜成果＞ 

3. NHA の低所得者層向け住宅開発に係る情報リソースセンターとしての機能が高まる。 

＜指標＞ 

3-1. インターネット上の“地方自治体による低所得者層向け住宅開発”関連のコンテンツ  

＜活動＞ 

3-1-1. Website の担当者が決定する。  

3-1-2. 現在ストックされている情報をレビューする。 

3-1-3. 地方自治体が低所得者層向け住宅開発を自ら実施していく上で必要となる情報及び

データを特定する。 

3-1-4. 3-1-3 で特定された情報及びデータが準備され、インターネット上で公開される。 

3-1-5. 2-1 で作成されるテキストがインターネット上で公開される。 

④ アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

＜成果＞ 

4. NHA の地方自治体支援体制が整備される。 

＜指標 1＞ 

4-1. 地方自治体の能力強化プログラムが策定される。 

＜活動 1＞ 

4-1-1. 地方自治体の能力強化プログラムの到達目標を設定する。 

4-1-2. プログラムの実施手法が特定される。 

4-1-3. プログラムの内容が特定され、プログラムが策定される。 

4-1-4. プログラムの実施が NHA の組織的な活動として承認される。 

＜指標 2＞ 

4-2. 地方自治体向けセミナーを開催する準備が整う。 

＜活動 2＞ 

4-2-1. セミナーの議題、内容が特定される。 

4-2-2. セミナー資料の内容が特定される。 

4-2-3. セミナー資料が準備される。 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 0.7 億円） 

長期専門家 1 名（0.1 億円） 

短期専門家 4 名（0.3 億円） 

本邦研修約 10 名（0.1 億円） 

タイ国での研修約 50 名（0.1 億円） 

現地活動費（0.1 億円） 

- 62 -



② タイ国側（総額 0.05 億円） 

執務室の確保 

カウンターパート人材の配置 

ローカルコスト負担 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

・ 住宅分野の地方分権化がタイ政府により継続される。 

・ 地方自治体が住宅の地方分権化への取り組みを政策課題として捉える。 

・ NHA が引き続き地方自治体の能力強化を優先課題として扱う。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性 

NHA はタイ国で唯一の低所得者層向け公共住宅を開発する政府機関である。1999 年に決定さ

れた地方分権化を進めていく中で、NHA は地方自治体による住宅開発の支援を行っていくことが

期待されている。しかし、現段階の NHA は、自ら開発する住宅が地方のニーズに合致していな

い、地方自治体を支援するための能力及び実施体制が備わっていない状態にある。このことか

ら、NHA の能力強化を通じ、住宅分野の地方分権化に貢献することは妥当性が高いと判断でき

る。 

（２） 有効性 

 地方のニーズに合致した住宅を提供すること、地方自治体自らが住宅を供給していくことを可能

とするためには、地方自治体の能力強化が必要である。NHA は、住宅開発の豊富な経験及び知

見・ノウハウの蓄積を有しており、地方自治体の住宅開発能力支援を行っていく上で最適な組織

である。NHA がその知見・ノウハウを活かして地方自治体の住宅開発における能力強化を行うこ

と、本プロジェクトでそれを支援することは有効であると判断される。 

（３） 効率性 

 本プロジェクトは、まず、NHA のカウンターパートの中核的な人材を対象とした本邦研修による、

トレーナーズトレーニングを行う予定である。研修を受けた人材は本プロジェクトの主導的な役割

を担い、JICA 専門家と共に NHA スタッフ向け研修プログラムの計画、テキスト等の策定及び研修

を行うとともに、地方自治体向けセミナーを開催することとなる。本プロジェクト実施中及び終了

後、トレーナーズトレーニングにより育成された NHA スタッフが中心となって、NHA 内部にとどまら

ず、地方自治体に対しても技術指導を行っていくため、効率性は高いと判断される。 

（４） インパクト 

 本プロジェクトは、NHA の能力強化を通じ、NHA が地方自治体に対する住宅開発分野における

技術支援を行うための NHA の実施体制の整備を図るものである。本プロジェクト成果の適切な活

用により、その効果は地方自治体の能力強化、地方自治体による住宅開発の実施、低所得者層

に対するニーズに合致した住宅の供給等に及ぶことから、本プロジェクトのインパクトはタイ国全

土に及ぶものと想定される。 

（５） 自立発展性 

 タイ国政府の地方分権化推進の政策のもと、住宅開発における地方自治体の能力向上支援は

NHA において優先課題に位置付けられている。これを受け、NHA はプロジェクトチーム（本プロジ
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ェクトのカウンターパートチーム）を立ち上げ、試験的に地方におけるスラム住民の移転、スラム

の改善等といった事業に取り組んでいる。今後、本プロジェクトによる技術支援を受け、組織的な

取り組みとして地方自治体支援事業の規模が拡大していくこと、そのための予算が確保されてい

ることから、自立発展性があるものと判断される。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

現在 NHA が主体となって行っている低所得者層向け住宅開発は、概して多様な生計手段を有

している、特に地方の低所得者層等のニーズに適切に対応できていないとの指摘がある。本プロ

ジェクトにより、不十分なマーケットリサーチ、画一的なデザインの住宅供給等といった問題を抱え

る NHA の手法が改善されることで、低所得者層向けの住宅事情が改善されることが期待できる。 

また、1999 年以降地方分権化が進められているものの、住宅開発の分野では遅々として進展

が見られていない。そのため、地方自治体の能力強化が図られなければ、現在 NHA が実施中の

Baan Eur-Arthon Project が終了する 2007 年以降、地方において低所得者層向け住宅開発が行

われない事態を招くことが懸念される。本プロジェクトが NHA による地方自治体の住宅開発能力

向上支援を支援することで、地方での低所得者層向け住宅開発が 2007 年以降も継続されること

が期待できる。 

なお、本プロジェクトでは住宅開発を行わないが、プロジェクトにおいて、住宅プロジェクトの計

画・実施で必要となる貧困・ジェンダー・環境等の配慮すべき事項を含む、低所得者層向け住宅

開発テキストを開発する予定である。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 本プロジェクトでは、本邦でトレーナーズトレーニングを受けた研修員がプロジェクトの指導的役

割を担い、NHA 内の研修実施及び地方自治体支援のための体制整備を行うことを想定しており、

タイ側（NHA）の主体的な取り組みを我が国の専門家が支援する形をとる。そのため、短いプロジ

ェクト実施期間の中で、JICA プロジェクトチーム側と NHA 側の緊密な連携及びプロジェクトカウン

ターパートチームの NHA 内でのリーダーシップの発揮がプロジェクトの成功に不可欠である。 

８．今後の評価計画 

・プロジェクト終了時に現地にて確認 

・事後評価：協力終了 3 年後を目処に実施 
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CODI（Community Organizations Development Institute）について 

 

（１）概要―――「タイ、アユタヤにおけるコミュニティネットワーク活動と CODI の役割」（佐々木康彦氏（東

洋大学修士課程卒）住宅都市国際協力研究会資料）より抜粋（脚注も含む） 

http://members.at.infoseek.co.jp/ebizuka/paper/ayutaya.pdf 

 

1. UCDO の設立から CODI への改組 

1992 年、政府からの当初資金 12.5 億バーツ（約 60 億円）によって、UCDO（Urban Community 

Development Office）が、都市貧困の開発計画を全国的に実施している NHA（National Housing Authority）

の管理下で、低所得者の生活・住環境支援を目的に設置された。組織的には NHA の管理下に置かれて

いるが、かなり独立した機関としての色彩が強い1。UCDO は、低所得者層が組織したセービンググルー 

プを対象とした統合型マイクロファイナンスを、公共政策として開始された。これによって、それまでの住宅政

策として位置付けられたスラム改善から小規模融資といったソフト面を重視した政策に範囲を広げていくこ

とになった 。その後、UCDO は 2000 年 農村コミュニティの開 発基 金と併 合し CODI（Community 

Organization Development Institute）へと改組された。その活動は、個々のセービンググループ形成やコミ

ュニティ強化の支援から、ネットワークへの支援に方針を拡大している2。ネットワークを対象に、住宅建設

をはじめとした住民の生活自立につながる資金の貸付を行い、各種の情報の提供、訓練プログラムへの

参加の促進を支援する活動が行われた。このように CODI では、従来の個別のコミュニティ開発支援から、

コミュニティの自立と支援効果を上げるためにコミュニティ相互のネットワーク活動支援へと活動を展開し

ていった。またこの背景には、タイ全土にある 30000 のコミュニティ全ての支援を UCDO 単独で行うことが

難しくなったことも挙げられる。 

 

2. CODI の組織形態 

CODI は地方、地域、全国の三つの地域レベルでコミュニティ会議を組織する、ボトムアップの階層的な組

織形態を採用している。各地域にあるコミュニティネットワークの代表によって地方のコミュニティ会議が組

織され、地方コミュニティ会議の代表が地域の会議に参加する。全国レベルでは、政府、専門家、スラム

代表者など関係者により構成された独立した評議委員会（議長 1 名、政府機関代表 4 名、住民代表 3 名、

学識者 2 名と事務局長の計 11 名）、各地域から選ばれた住民代表の 25 人（5 人×5 地域）による審議  

機関であるコミュニティ会議、そして事業実施機関である地域オフィスの三者が連携するように組織されて

いる。（図 2-1） 

                                            
1 新津晃一アジアの大都市[1]バンコク第9 章スラムの形成過程と政策的対応1998 
2 Yap Kioe Sheng Low-income housing in Bangkok AIT 1992 

５　CODI（Community Organizations Development Institute）について
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出展：The experiences of UCDO/CODI in Thailand をもとに著者作成 

図 2-1 CODI とネットワークの関係 

 

各レベルでのコミュニティ会議は、ネットワーク活動やコミュニティグループに対して資金貸付、情報提供、

技術支援などを通して、生活・住環境改善支援を行っている。このコミュニティ会議は NGO や見識者など 

とも協力して、地域状況の変化に対応することを可能としている。CODI の資金は、前身である UCDO の 

17 億バーツ、農村基金 6 億バーツ、宮沢ファンド3 2.5 億バーツ、新たな政府からの基金 2.5 億バーツ等 

を合計すると 31.3 億バーツになる。 

 

3. CODI のコミュニティ支援活動展開 

上記にあるように、CODI の支援活動は、個々のコミュニティのセービンググループ支援からネットワーク

への支援に方針を拡大している。以下に主な支援政策である融資活動の展開を示す。 

＜コミュニティ単位での融資＞ 

UCDO 設立当初の融資対象は、コミュニティ毎に組織化されたセービンググループへ回転資金の貸付や

土地所得・住宅建設への貸付を主として、住民の所得増加や、生活全般を含めた住居の改善への融資で

あった（表 2-1）。UCDO の融資は無担保で受けることができるが、融資を希望する住民は、組織化された

セービンググループを媒介することが求められ、次のような条件のもとにローンを組むこととなる。 

① セービンググループの組織化：原則として、25 名以上によりセービンググループを形成することが求め

られる。セービンググループは 5 人以上のメンバーによる委員会を設置し、セービング活動を最低 6 ヶ

月以上続けること。 

② 公的融資による信用の拡大：融資額は、セービンググループの貯蓄総額の 10 倍を限度とすること（こ

の額は、住宅の建設等に当てるには十分ではないが、CODI との契約実績を基に市中銀行等から融 

資を受けることが可能となる）。 

                                            
3 1998年、日本政府はタイの経済危機を援助するため、「アジア通貨危機支援に関する新構想（新

宮沢構想）」を発表し、アジア諸国の経済回復のための中長期支援として150億ドル、短期の  

資金需要への備えとして150億ドルを用意した。タイでは中長期の資金支援として約18.5億ド  

ルが民間企業の再建や金融システムの安定化、社会的弱者対策、景気対策等に充てられている。 
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③ 住民主体の計画策定：地区の計画や、施設整備は基本的にコミュニティが主体となって策定すること

（その際、行政基準に基づく宅地開発規制が緩和されるケースもある）。 

 

これらの条件は、UCDO のプログラムが単に融資を行うことを目的としているのではなく、インフォーマルコ

ミュニティが自身の発展を可能とする能力を持てるようになるための支援を行うことを目的としているため

に制定されている。 

UCDO による融資は 1997 年の経済危機以前では、98％を超える非常に高い返済率を維持し、UCDO の 

支援を受けるセービンググループ数も急速に拡大して、際立った成果を上げていた4。 

＜ネットワーク単位での融資＞ 

1997 年から 1998 年の経済危機の影響により、セービンググループへの融資の返済が遅れるコミュニティ

が増加した。UCDO は、コミュニティの環境改善の課題として次の 4 点をあげている。 

① ローンが最下層の住民に届いていない。返済能力を高めるためのコミュニティによる条件が最貧困層

の居住者への融資を困難にしている。 

② コミュニティ組織による運営能力や知識の不足から、広範な参加が得られていない。依然トップダウン

型の事業展開が継続している。 

③ 実績をあげるために短期間の準備によるセービンググループの形成の促進と、これに基づいた融資の

実施は、コミュニティによる返済・管理を困難にしている。 

④ 居住環境整備事業の実施上の課題として、インフラなど公的施設の整備不足、住民の負担を超えた

過剰な整備の実施、事業運営能力の不足、再定住地への移住の遅れが指摘される。 

 

これらの課題を解決するために、共通の利益を備えた都市貧困セービンググループを結びつけるコミュニ

ティネットワーク組織化が始まった（Somsook Boonyabancha：Thai Urban Poor Networks）。UCDO の融資

は 1998 年までの回転資金ローン、事業･所得創出ローン、土地･住宅開発ローン、住宅改善ローンに加え、

1999 年にはセービンググループによって組織されたネットワークを対象とした、ネットワーク回転資金ロー

ン、コミュニティ起業ローン、宮沢ファンドが加えられるようになった。これらの融資は目的に応じて使い分

けられ、利率や返済期間もそれぞれの目的によって定められている（表 2-1）。2000 年までのローン累積 

では、土地・住宅改善ローンがもっとも大きく、これと住宅改善ローンの合計は全体の 57.3％に達している。

また、CODI（2000 年に UCDO より改組）ではこれらの融資の他に、SIF（Social Investment Fund）5 や

DANCED（Danish Cooperation for Environment and Development）資金6 を通した外部融資などの窓口と

                                            
4 遠州尋美東南アジアサステナブル世界への挑戦第 7 章サステナブルコミュニティを求めて有

斐閣選書 1998 
5 1997 年の経済危機の後で政府は世界銀行から 3 億ドル、OECF（海外経済協力基金）から約  

1 億ドルを借り、これらを補助金等と合わせて、地域都市開発基金（RUDF Regional Urban 
Development Fund）と社会投資基金（SIF Social Investment Fund）の二つを立ち上げた。

SIF 事業はコミュニティの向上や貧困者、恵まれない者、職業復帰者等の生活改善事業を補助

するため、所得向上、環境保全、地方経済開発、コミュニティ福祉などに対しての財政援助を

行っている。具体的には環境整備、福祉・教育・医療面でのセーフテイネットの開発生産資源

の確保、機械や装置の購入、回転資金の取得などの事業である。 
6 UCDO は UCEA（都市コミュニティ環境活動）をはじめるために 1996 年からデンマークの  

国際協力機構である DANCED と CODI（1996 年当時は UCDO）が協同し、環境基金とその

運用プログラムを作成した。DANCED 資金は、貧しいコミュニティの衛生の条件、インフラ

ストラクチュアおよび共通の設備といった都市環境事業（主に、水道設備、電気、排水管およ

び通路、コミュニティホール、廃棄物投棄、ゴミの再利用、水処理およびマンホールなど）を

改善することに使われ、支援金の全てが直接コミュニティ開発、ネットワーク組織化の過程に

繋がる支援を行っている。 
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しての役割も果たし、これらプログラムの導入･実施を支援している。 

 

表 2-1 CODI（元 UCDO）の融資の内容 

 

出展：UCDO update 2000 および Housing by People 2002 をもとに著者作成 

 

このように、CODI の支援活動は全体としてみれば以前よりは活動が拡大しはるかに複雑になっている。 

CODI 所長はこのことが従来の官僚的な体制に向かうのではなく、個別の地域が直接融資を受けられる 

ような柔軟な体制づくりにつながることを期待している。CODI の支援を受けたセービンググループは 51 

県にまたがり、全国の都市貧困コミュニティの約半数におよぶ 1273 のコミュニティでのセービンググループ

の設立や 600 以上のセービンググループが全国各都市でネットワークの形成を支援してきた。CODI の支

援により形成されたネットワークは、2001 年 9 月で 103 団体を数える。 
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（２）Baan Mankong Program について   

現在タイ国において国家規模で進められている低所得者向け住宅プロジェクトは NHA が進める Baan 

Eur-Arthorn Project と CODI がすすめる Baan Mankong Program の 2 つがある。（ともに 2003 年 1 月

14 日閣議決定） 

① Baan Eur-Arthorn Project（「私たちが世話する住まい」計画）    NHA が実施 

② Baan Mankong Program（「安定した住まい」計画）     CODI が実施 

 

Baan Mankong Program（バーンマンコンプログラム）とは7 

・ 2003 年より 5 年間でタイ全土のスラム地区改善、主に土地所有権の問題解決を行なう計画。CODI

はタイ政府の社会開発生活保障省とコミュニティとをつなぐファシリテーターの役割を担う。政府系機

関として国からの予算を直接地域に当て、地域の計画や提案により、全体的な学びと協力関係が築

いていけるように配慮する。 

・ 地域事業を、トップダウンではなく、住民・地方自治体・開発事業体・土地所有者などの関係者との協

力関係において進め、住民自身がプロジェクトを計画・主導しコミュニティで運営していく。それぞれの

地区にあった改善事業を住民たちが話し合いながら計画し、CODI がサポートしながらつくっていくと

いうもの。 

・ CODI には、政府から予算が充当される。地方自治体・研究者・NGO・開発関係者からなるコミュニテ

ィ開発委員会と、コミュニティ間のネットワークを支援し、予算を充当する。 

・ 驚くべきは、対象となるスラムの数である。2003 年度のパイロットプロジェクトは、10 の地区、合計

1525 世帯を対象に行なわれたが、2004 年度においては 42 都市 174 地区 15216 世帯、2005～  

2007 年度においては 200 都市 1860 地区が対象となる。 

 

（２）－１ 背景8 

・ 2000 年の調査では、全国に 5,500 の low-income コミュニティまたはスクウォッター居住地が存在し、

1.5 百万世帯、6.75 百万人が居住9。これにコミュニティを形成していない 0.37 百万世帯、1.5 百万人

を加えると、1.87 百万世帯、8.25 百万人（タイの「都市人口」の 37％）が満足でない住宅、住環境の

中に居住。 

  ・ さらに、上記のうち、3,750 コミュニティ、1.14 百万世帯、5.13 百万人が公有地、私有地、寺用地を占

拠する形で居住し、内 445 コミュニティ、約 20 万世帯が立ち退きを迫られている。 

  ・ 1992 年の CODI 創設以来、CODI は低所得者の生活・住環境支援のノウハウを備え、また（１）の

佐々木康彦氏のペーパーにもあるように、コミュニティレベルのネットワーク化も図られ、コミュニティ

指向の開発が大規模に行えるような状況になってきた（アユタヤやウッタラディットの事例が有名）。 

 

（２）－２ Baan Mankong Program の概要  

・ 物理的な住環境改善に加え、土地の権利の確保やコミュニティ自身が自らの力で改善を行っていけ

る力を身につけていくことに力点が置かれている。 

・ 下記５つの手法を状況に応じて適用 

                                            
7 住宅都市国際協力研究会 日時：2004 年8 月10 日（火） 

http://homepage1.nifty.com/ebizuka/kokusai/040810.pdf 
8 （２）－１、（２）－２は Asian Coalition for Housing Rights の HP より 
  http://www.achr.net/bann_mankong.htm 
9 タイの人口は 6,242 万人（2005 年） 
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① On-site upgrading 現状においてインフラ、家屋を改善 

② Reblocking 道路整備等のために家屋の配置を変更 

③ Land sharing 土地所有者との協議により、不法占拠している土地の一部の買い取り、借

地等により土地の権利を確保。確保された土地で家屋等の再配置、イン 

フラ整備 

④ Reconstruction 土地所有（借地）権利を確保しながらの再開発 

⑤ Relocation 移転 

・ 初年度（2003 年度）の事業（事業費＝146.6 百万ﾊﾞｰﾂ） 

① 10 のパイロットプロジェクトにおける各世帯へのインフラ整備の補助金及び住宅ローンの利子補

給（年利 1%でローンが可能）126.6 百万ﾊﾞｰﾂ 

② 2 年目に実施する 20 パイロットプロジェクトの準備 20 百万ﾊﾞｰﾂ 

・ コミュニティ、公共団体、開発事業者、土地所有者との協同を重視。 

なお、各地の事例は CODI の英文ニューズレターで紹介されており、下記の Web サイトで閲覧できる。 

http://www.achr.net/Countries/Thailand/Ban%20Mankong/BMK%202005.htm 
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図-住宅開発における NHA、CODI、地方自治体の関係 
 

 

1. Current (After the decentralization) 
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2. Future 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Community Organization Development Institute 
(Public Organization specialized in community welfare) 

Finance 

(Grant/Loan) 

Community 

Low-income Housing Supply Slum Upgrading Resettlement 

Better marketing, understanding of local 

characteristics, reflection in design 

Local authorities can ease housing 

issues by themselves 

HOUSING NEEDS in BANGKOK 

and Main Urban Areas in Provinces 

Preparation of  

Annual Budget Plan 

(not limited to housing) 
Budget Approval 

National Housing Authority: NHA 
(State Enterprise specialized in Public Housing) 

Low-income Housing Supply Facilitation of 

Resettlement Slum Upgrading 

Established systematic workflow/ method/techniques 

with staffs who are experienced/skilled 

Technical support 

Local Authorities  

Better 

communication, 

more cooperation 

Enhanced capacity with 

technical support from NHA 

HOUSING NEEDS in OTHER AREAS 

out of Main Urban Areas 

Enhanced capacity with technical 

support from NHA through LA 
Know how to 

cope with 

JICA Cooperation 

Ministry of Social Development 

and Human Security 

1. systematic workflow/method/technique 

2. knowledge in marketing, understanding and specific design & planning 

3. technical support 

- 73 -






	付属資料
	付属資料2
	付属資料3
	付属資料4
	付属資料5

	裏表紙



